
 

＜概要＞
  放射線管理には、種々の限度とレベルが用いられている。限度とレベルは、基準という用語に

まとめることもできる。国の法令などの中で規定されている限度などの基準は強制力を持つのが
ふつうで、これを守らなかった場合には法的要件に対する違反と通常見なされる。限度には、線
量限度のように人の健康に対するリスクまたは損害と直接関連させて定められたものから、空間
線量率の基準、空気中濃度限度、水中濃度限度のように直接または間接的に測定できる量と関連
させたものがある。放射線防護において用いられるレベルは、ふつう参考レベルを指す。参考レ
ベルは、作業環境あるいは個人についてのモニタリングにおける測定値がそのレベルに達したと
き、予め定められた一連の行動をとるべきレベルであり、調査レベル、記録レベル及び介入レベ
ルなどがある。なお、それらとは別に、クリアランスレベルという比較的新しい用語も聞かれる
ようになった。

＜更新年月＞ 
2002年02月   （本データは原則として更新対象外とします。）

 

＜本文＞
 １．限度とレベル

  限度とレベルをまとめて、基準という一つの用語で表すことがある。ここでいう基準（あるい
は規準）は、放射線の防護について計画、実施または審査する際の拠り所となるもので、定めら
れた数量等も含まれる。

  国の法令などに規定されている限度などの基準は強制力があり、これらを守らなかった場合に
は法的要件に対する違反と見なされる。限度には、線量限度（アトミカ構成番号<09-04-02-13>
参照）のように人の健康影響（リスク）と直接関連させて定められたものから、空間線量率の基
準、空気中濃度限度（<09-04-02-15>参照）、水中濃度限度（<09-04-02-07>参照）のように直接
または間接的に測定できる量と関連させたものがある。

  レベルとは、参考レベルを指して、それを超えたら何か特定の対策または決定を実行すべき測
定量の値である。これらには、それ以上の値は記録に残し、それ以下の値は無視すべき記録レベ
ル、それを超えたら原因または結果の意味を吟味すべき調査レベル、それ以上にならば救済活動
の実行を考慮すべき介入レベル、もっと一般的に特定の行動を起こすべき対策レベルがある。

 ２．場所に対する基準
  場所に関する限度として、「施設内の常時人の立ち入る場所」、「管理区域の境界」、「病院

または診療所の病室」及び「工場または事業所の境界および工場または事業所内で人が居住する
区域」について放射線レベルが定められている。また、常時人の立ち入る場所及び管理区域から
持ち出す物の汚染密度、排気口または排水口における濃度が定められている（ 表１ 参照）。

 ３．参考レベルと介入レベル
 （1） 参考レベル

  参考レベルは、それを超えたら何か特定の対策または決定を実行すべき測定量の値である。こ
れらには、それ以上で数値を記録に残し、それ以下の値は無視すべき記録レベル、それを超えた
ら原因または結果の意味を吟味すべき調査レベル、それ以上である種の救済活動（介入措置とも
いう）の実行を考慮すべき介入レベル、および、もっと一般的に、特定の行動を起こすべき対策
レベルなどがある。これらのレベルを利用することで、不必要なまたは実りのない作業を避け、
資源の有効利用の一助とすることができる。参考レベルの特徴を 表２ に示す。
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（2） 介入レベル
 介入レベルとは、それを超えた場合または超えると予想される場合に介入措置が必要であると
考えられる線量である。介入措置とは、事故などの異常な事態の際に、個人の被ばくを制限し、
避けられない被ばくの影響を最小にするためにとられる措置である。例えば、万が一の原子力施
設事故の際の措置としては、屋内退避、避難、飲食物摂取制限などがある。介入レベルは線量で
表された「線量介入レベル」のほかに、その線量をもたらす環境中の測定可能な放射性核種の量
で表すことがあり、環境物質から人への放射性核種の移行のモデルを用いて計算で誘導されるの
で、誘導介入レベルとも呼ばれる。例として、食品中の放射性核種の濃度で表された誘導介入レ
ベルがある。
（3） 内部被ばく個人モニタリングにおける参考レベル
 わが国で一般的に実施されている内部被ばくの個人モニタリングにおける調査レベルと記録レ
ベルについて触れる。
 すべての場合に内部被ばくに関する個人モニタリングを実施することは実際的ではなく、ある
レベル以上の場合に、線量算定のための精密検査（体内負荷量の決定とその時間的推移の追跡な
ど）を開始することが妥当であり、これは調査レベルに該当する。
 内部被ばくに関する個人モニタリングの結果をすべて個人記録として保存することは必ずしも
合理的とはいえず、管理上有用なレベル（記録レベル）未満の結果を除外することにより個人記
録を簡潔にし、利用しやすくすることができる。この場合、被ばく線量の測定・評価マニュアル
は以下のことが実際的であると推奨している。
 ・調査レベルと記録レベルを同一とする。
 ・調査のレベルの具体的な数値は、各事業所において使用する主要な核種やモニタリングの頻
度を勘案し、モニタリング毎の値として実効線量1〜2mSvの範囲で管理者が設定する。
 ・調査レベル以下は「有意な体内汚染なし」として扱う。
４．クリアランスレベル
 人は、天然放射性物質（ウラン、ラドンとその娘核種、カリウム40等）及び宇宙からの放射線
によって、年間世界平均で2.4mSvの放射線量に被ばくしている。日本国内の県別平均値の地域差
はラドンとその娘核種の吸入によるものを除き、最大約0.4mSv/年（約400μSv/年）である。
ICRP Publication 46によれば、年あたり10 以下のオーダーの年死亡確率は、人が行動を決める
際のリスクとは見なしていない。このリスクレベルは0.1mSvのオーダーの年線量相当としてい
る。限りある資源を無駄使いしない観点から、きわめて小さな個人被ばくしか起こさない行為ま
たは線源を、法規制から免除することは適切と見なされる。一人の個人に対して、規制免除され
たいくつかの行為からの被ばくが重なって起こることがありうるので、一つあたりの行為に対し
ては0.1mSv/年より一桁低い0.01mSv/年を規制免除の基礎にすることが適切とされた。
 規制免除レベルは、上の考えに基づいて導かれたものであり、そのレベル以下の濃度（Bq/g）
であれば、放射線防護規制の適用から免除するというものである。規制免除レベルは、IAEAの
「電離放射線に対する防護と放射線源の安全のための国際基本安全基準」（1996）に採用されて
いる。規制免除レベルに関しては、日本の法令への取り入れについて検討されることになってい
るが、規制免除ということに関しては、「放射性同位元素の定義」などにおいて法令に定められ
ている。

＜関連タイトル＞
線量限度 (09-04-02-13)
空気中濃度限度 (09-04-02-15)
廃液中または排水中の濃度限度 (09-04-02-07)
集団線量 (09-04-02-10)
放射線管理基準 (09-04-05-01)
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